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はじめに

　本日の内容だが、まず簡単に自己紹介させ
ていただき、その後、地方創生・地方再生を
阻害する 3つの要素と負のスパイラルについ
て、そして、負のスパイラル脱出に向けたキ
ーポイントという順でお話しできればと考え
ている。
　私の略歴だが、私はもともと信託銀行にて
法人営業や不良債権業務をしており、その後
は経営戦略コンサルティング会社で企業変
革、直近では地方活性化や第六次産業モデル
産業を掲げている東証一部上場の居酒屋チェ
ーンで、ターンアラウンド・財務再建に関わ
っており、地方と一体でビジネスをしている
企業で経営の一端を担っていた。コロナ禍等、
いろいろな逆境もあったが、その辺りの経験

も踏まえてお話しできればと思う。
　そのほかの活動としては、金融庁金融研究
センターで地方銀行の事業性評価の実態の研
究もさせていただいた。このように、いろい
ろな観点からずっと企業再生関連をやってき
たので、私の経験をもとに、何か皆さまのお
役に立てれば幸いである。
　本題に移らせていただく。言わずもがなで
あるが、地方再生は非常に重要なテーマとな
って久しいものの、いまだに解決のめどが立
っていない状態である。したがって、本日は
地方創生・再生に資するために何が必要なの
かを考えていきたいと思う。私の場合、非常
にミクロな世界で生きているので、よくある
「ヒト・モノ・カネ」の順番を変えて、「モノ・
ヒト・カネ」について具体的な事例を交えな
がら紹介していければと思っている。
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1.　地方創生・地方再生を阻害する ３つ
の要素と負のスパイラル

⑴　モノについて
　まず、「モノ」について説明させていただく。
　モノに関して、よく地方の魅力を発掘する
にはビジネスマッチング交流会をしようと
か、地方の魅力ある商品を買い付けるバイヤ
ーを増やそうという話がある。一方で、こう
いう取組みは昔からあるものの、いまひとつ
流れが変わっていない気がしている。そうだ
とすると、確かにこれらの取組みは必要であ
るが、必要な要素が何かしら伴っていないの
ではないかと考えられる。具体的な事例でそ
れらを深掘りしてみたいと思う。
　まず、皆さんもご存じの東日本大震災での
被災地、陸前高田の事例を見ていきたい。震
災で相当な後遺症に苦しみ、風評被害もある
一方で、大量に「どんこ」というおいしい魚
が水揚げされるが、これを流通させることが
できなくて、大量破棄しており、機会損失・
フードロスが発生していた。
　スライド右側でどんこの紹介を記載してい
る。非常に安いながらもおいしく、もっと注
目を浴びても良いという評価が多い魚であ
る。ただし、鮮度が落ちやすく、流通に難点
がある。 1泊でもさせると臭みが出てしまう
ので、陸前高田では大量にとれているもの
の、東京に送ると鮮度が落ちて臭みが出てし
まう。そもそも、どんこを知っているのは、
結構釣りが好きな人ぐらいしかおらず需要が
少ないということもあり、自分たちが食べる
分以外は全部破棄しているという実態があっ
た。
　飲食チェーンＡ社の社員たちが、各地方の
特産品をいろいろと開拓する中で、どんこを

食べておいしさにびっくりした。こんなにお
いしい魚が大量に捨てられている一方で、地
元の漁師たちは地元には何も流通させられる
ような特産品がないと復興に悩んでいるとい
う状態であった。
　ただ、いざ流通させようとすると非常に大
変で、何よりもまず漁師さんたちがなかなか
心を開いてくれない。それから、漁協の人も
会ってもくれない。特に東京から来た若者に
対してはすごく閉鎖的な態度を取られ、話し
合いを始めることすら大変であった。
　一方で、非常に思い入れを持った社員たち
が、漁師と一緒に船に乗って、長い社員は 2
年間ぐらい乗っていたが、長く漁船に乗って
いるうちに漁師たちからも認められていっ
た。主に住民との飲み会や普段の食卓などか
らおいしい食べ方や魅力を発掘していき、活
動が始まった。
　一方で、先ほども述べた通りどんこには大
きな課題がある。臭みが出やすいので、鮮度
を保つためには食材を発掘した流通側だけで
なく、生産者側、すなわち漁師も含め、双方
に行動改革が必要であった。
　まず、漁師には、従来より 2時間早く朝 2
時に出港してもらう必要があった。たかが 2
時間ではあるが、真っ暗な海に出るというこ
とは、要は誤って海に落ちたら発見されない
リスクが高いということであり、命の危険が
あるところを頑張っていただいた。
　それから、獲れた魚はストレスでどんどん
肉がおいしくなくなっていくので、ストレス
を感じないように、とれた瞬間に神経を抜き
取り軟らかいままにする「神経〆」という作
業が、品質を保つために必要となる。一方、
これも面倒くさいのでやってくれない漁師が
多い。そこで、基準未満のものは絶対に買わ
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ないという形にし、漁師に船上で神経〆をし
っかりとしてもらうようにした。
　そして、急いでこれを空港まで運び、朝10
時の飛行機に載せ、午後一番で羽田に運ぶ。
羽田に加工センターをつくり、そこで下処理
をして、 3時ぐらいには各居酒屋のテーブル
に持っていける状態にして、店に自ら届けに
行く仕組みを構築していった。このようにし
て、臭みが出やすいどんこの流通経路をつく
っていった。
　これらの背景には、泥臭く生産者側と消費
者側（店舗側）が交流することで、商品と消
費、シーズとニーズの組み合わせをしていっ
たということがある。居酒屋の店舗で働いて
いるアルバイトスタッフは本来自分のお小遣
いを稼ぐために働いているはずだが、自腹を
切って現地を訪れて漁師に会いに行ったりし
ていた。そのぐらい密着して一緒にやってい
た事例である。
　この結果、今ではどんこが人気商品となり、
流通価格も数倍になっている。このように、
地元では売れない商品と認識されているもの
が、実はただ知られていないだけの商品であ
ることが非常に多い。この事例からご理解い
ただけるように、ただ買い付けに行っただけ
では、どんなにおいしい魚ではあっても成功
しない。生産者側と販売者側が時間をかけて
密に交流しながらプロデュースしていき、双
方が行動を変えていったところにポイントが
あると思っている。
　これらの例を踏まえ、現在のビジネスマッ
チングの課題を見ていきたい。今ご覧いただ
いたように、地方と都市の間では大きな情報
の非対称性が存在しており、地方に宝の山が
眠っていると思っている。しかし、現在の仕
組みだと流通の行動変革を促す主体が存在し

ないのではないかと考えている。
　まず地方企業・生産者であるが、本人たち
からすると当たり前すぎて、本当にニーズあ
る商品に気付いていないということが多々あ
る。ニーズがあったとしても、消費者に伝わ
らなければ需要を喚起できないが、どうした
ら良いか分からない。また、どうしても保守
的というか、慣れ親しんだ行動を変えること
を嫌がる傾向がある。
　次にバイヤー、主に商社や小売店になると
思うが、効率性を求める必要もあるため、地
元に入り込むほどの余力はない。どうしても
効率の良いところを狙いにいってしまい、大
量買い付けができる商品のみを求めがちにな
ってしまう。
　また、地銀であるが、地方企業・生産者と
同じように地元だと当たり前すぎて地元にあ
る潜在的なニーズのある商品に気付いていな
いことも結構多い。そして、そもそもマーケ
ティングがそれほど得意ではない。さらに
は、リレーションが利きやすい地元同士での
マッチングが優先されがちで、消費地、大都
市と地方をつなぐというところで少し遅れが
出る。
　このように、これらの間に入ってお見合い
状態を動かす機能が今はないのではないかと
考えている。
　要は、地方と都市の間をつなぐプロデュー
ス機能を強化していくことが、事業面での大
きなプラス、カギになってくると思っている。
　まずは、先ほど言ったように「バイヤー」
ではなく「プロデューサー」的に動く必要が
ある。
　また、「プロダクトアウト」ではなく「マ
ーケットイン」を考えていく必要がある。こ
れは当たり前の言葉だが、現実は特産品をた



信託経済コンファレンス　ポストコロナ時代の地方創生・地方再生に向けたキーポイント ―　　―45信託289号 2022.2

だ店舗に並べているケースも非常に多く、都
市の激戦区で勝ち抜くためのマーケティング
がまず必須になってくる。
　それから、よく「地方・生産者のために」
頑張ろうといわれるが、地方・生産者と一緒
に働いているとよくあるのは、正直、結構甘
えがちになってしまうということである。「地
方・生産者のために」ではなく、「地方・生
産者とともに」として、一緒に改革をしてい
かなければならない。

⑵　ヒトについて
　いまモノのところをご覧いただいたが、続
いて「ヒト」について見ていきたいと思う。
　ヒトのところでは、働き手の還流というこ
とで、「地方にＩターン・Ｕターンで労働人口・
働き手を増やそう」ということがよく言われ
る。私の再生屋としての視点に少し偏ってし
まうかもしれないが、これらも正しいと思う
一方で、事業経営面から見ていくと、労働量
もそうだが、人材の質により大きな課題があ
るのではないかと感じている。
　少しマクロの視点で見てみると、日本の人
口減少は横ばいの東京を除くと、主要都市で
も人口が減少していく状態にあるため、地方
に人口を還流しただけでは、地域間での人口
の取り合いになるだけと考えている。
　一方で、スライド右側の県別の労働生産性
の通り、労働生産性は東京に一極集中の状態
で、生産性の低い地域だと東京の 6割ぐらい
にとどまっている。したがって、これは極論
だが、このままの状態で、単純に生産性の低
い地域に働き手だけ移動させても、日本全体
ではむしろ悪化するリスクすらあるのではな
いかと考えている。
　少し話が脱線するが、次頁は、日本全体の

生産性である。これは米国を100としたとき
のグラフだが、全体的に米国と比較しても生
産性がかなり見劣りしていることがわかる。
私のいた飲食はアメリカの 1 / 3 以下なので、
これだと給料も 1 / 3 しか払えないし、ブラ
ックと言われても仕方ない状態から抜け出せ
ない。再生には、地方企業の生産性を高めて
いく取組みが必須だと考えている。
　一方で、生産性の向上に向けては、実はシ
ンプルなケースが多いのではないかと思って
いる。Ｂ社の事例は、経営人材が交代したこ
とをきっかけに大きく再生した事例である。
これは東北にある老舗のお菓子メーカーで、
オーナー社長が嗅覚の鋭い方で、よくあるよ
うに、オーナーの勝負勘で発展してきた会社
であったが、近年業績が低迷して債務超過に
なってしまった。
　会計に関しても税務対応しかしていなかっ
たため、複数あった事業のどこが足を引っ張
っているのかがよく見えず、債務超過も 5億
円を超え、取引金融機関からの支援も厳しく
なってきたということで、東京にいた息子さ
んに経営を承継した。この息子さんが東京の
大手総合税理士事務所でいろいろな企業支援
をしていた方だったので、Ｂ社の管理会計に
着手され、これにより、いろいろなものが見
える化されてきて、金融機関もどこが赤字の
原因なのかが分かるようになった。交渉も円
滑化していき、今ではＶ字回復をして優良企
業となっている。
　次頁では「地方企業の経営能力の不足によ
る 4重苦」をご紹介したい。
　まず、今の事例のように「見える化が全く
されていない」ので、どこが悪いか分からず、
どうしてもオーナーの勘に頼り、その場しの
ぎになってしまう。
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　次に、「PDCAが回っていない」こともよ
くある。特に振り返りの部分がなく、各施策
が企画倒れになりやすく、「考え方はよかっ
たが、やりきれなかったね」というせりふが
しょっちゅう飛び交う状態になりがちであ
る。
　三つ目は特に地方では多いが、「しがらみ・
人間関係を突破できない」という問題がある。
地元のボス的な人や昔をよく知っている番頭
によって改革派が村八分になってしまい、こ
こで止まってしまうこともよくある。
　最後の「言語化できない」であるが、地方
企業・生産者は、ステークホルダー、特に銀
行などの目線が分からないので、一生懸命説
明しているものの、論理的には説明できず、
「大丈夫だ」というだけの根性論のような話
になってしまい、稟議にかけるような内容が
ヒアリングできないことがよくある。
　一方で、先ほどのＢ社の事例は財務を見え
る化しただけなので、そこまで高度な人材が
必要かというと、最低限大企業の常識が分か
っていればできるものも多い。そういうこと
ができる人材がいれば、生産性の向上は結構
前に進むのではないかと考えている。
　細かい説明は割愛するが、中堅中小経営者
に抜本的な経営改革ができない理由を聞いた
ところ、一番多かったのは「実行に必要な人
材がいない」という、まさにこの章で述べて
いることである。二番目は「既存のしがらみ
が断ち切れない」であり、この二つが非常に
障壁になってくる。
　したがって、しがらみのない人材と古参の
人材で役割分担をしていくことが非常に重要
だと思っている。例えば、古参の人材が人間
関係をつなぎ留めるところをしっかりとカバ
ーし、しがらみのない新しい人材が内部の改

革を進めていくというように、役割分担をし
て進められるかどうかも非常に重要になって
くる。

⑶　カネについて
　モノ、ヒトに続き「カネ」の部分について
話をしたい。
　カネの部分に関してよく聞く意見として
は、「今はカネ余りの時代なので、地銀とし
てはむしろ貸出先がなくて困っている」とい
う話や、「地銀は地域に密着しているのが強
みだ」というような話がある。
　これは、相対的な話や一般論としては間違
っていないと思うが、一方でその結果、多く
の芽を摘んでいる可能性もあるのではないか
と感じている。
　金融庁の金融研究センターで各地方銀行の
幹部の方々にインタビューさせていただいた
が、地方金融機関は想定以上に事業の目利き
力を失っていると感じている。
　インタビューの中で、長らく不良債権回収
ありきの時代が続いたので、事業の見極め・
目利きができる人材は支店長クラスでもいな
くなり、その結果、若手にも教えられなくて
若手も育っていない。そうすると、企業の社
長と対峙したときに経営の話があまりできな
いので、だんだん社長にアポが取りづらくな
り、経理部長や経理課長のところに形式的な
ヒアリングをするだけの担当者が増えてしま
い、負のスパイラルのようになっているとい
う話があった。
　また、企業側からすると、事業の目利きが
できなくなってくると、結局判断が格付けに
頼りがちになる。そうすると、どうしても格
付けは、特に月次決算などがほとんど出てい
ないような企業では、経理処理されて決算が
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完了し、格付けになるまでに数カ月から 1年
近くかかるので、企業の実態と差が出ること
になる。現在、これだけの激動の時代に、経
営者は毎週、毎月のことを見ている中で、銀
行担当者が去年の話をしていると、どうして
もここに目線のギャップが出てしまう。
　そして、銀行側のヒアリング力・企業側の
説明力双方の問題だが、先ほどの例でもあっ
たように、取引先で何が起こっているかが見
えないので、支援したくてもできないという
ところもあり、この辺りが課題として浮き彫
りになっている。
　まとめると、いま申し上げた三つのポイン
トの通り、地方の企業と銀行の間に大きな情
報の非対称性が発生し、必要なときに必要な
資金調達ができない結果、資金繰りに追われ
てしまったり、成長に向けた投資ができなく
なったりということが起きている。
　次頁は、若干古いデータで恐縮だが、「資
金余剰の時代」といわれる一方で、地方のみ
ならず日本全体としてリスクマネーの還流が
非常に少ない。さらに、投資ファンドやベン
チャーキャピタルの目が届きにくい地方は砂
漠状態になっていると感じている。
　資金供給の金額規模では、まだまだ貸出金
主体の世界である。またプライベートエクイ
ティやベンチャーキャピタルの資金量の海外
比較では、絶対額で日本はアメリカの 1 /30
ぐらい、GDP比でも 1 /10である。中国と比
較しても 1 /10から 1 / 6 で、日本ではリスク
マネーが全然足りていない状態であると考え
ている。

⑷　地方創生・地方再生を阻害する負のスパ
イラル
　これまでモノ、ヒト、カネの三つを見てき

たが、少しまとめると、まず、地方にはすば
らしいノウハウがあり、よい商品やよい生産
品があふれていると感じている。一方で、モ
ノの観点でいくとプロデュース機能がないた
め魅力が伝わらないとか、地方側が行動を変
える努力、各社をまとめてプロデューサー的
に動かす機能が不足していると考えている。
よって、商品の魅力が伝わらない。
　さらに、それを効率的に動かす仕組みをつ
くる経営者も不足している。その結果、生産
性は低いままで、ステークホルダーにも説明
責任が果たせない状態になってしまう。
　そうなると、カネのところでは、地銀も事
業の目利き力が落ちているため、お互いの理
解が進まなくて資金調達ができず、成長に向
けた投資もできない。
　そうなると、資金繰りの苦労を見ていた後
継者が跡を継ぎたがらず、徐々にすばらしい
ノウハウや商品・生産品が日本から消滅して
いくという負のスパイラルに陥っていると考
えている。

2.　負のスパイラル脱出に向けたキーポ
イント

　この脱出に向けたキーポイントとして、ま
ずモノ・ヒト・カネの都市一極集中をいかに
地方に還流できるかが重要になると考えてい
る。
　まず、モノは「消費地の視点の還流」とい
うことで、ニーズとプロダクトをつなぐプロ
デュース機能を提供していく。
　ヒトは、先ほど申し上げたように、「大企業・
優良企業の視点の還流」で、経営人材の投入
や、経営管理やガバナンスノウハウ、後継者
問題などで解決できる余地は大きいと思って
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いる。
　カネについては、「銀行・投資家の視点の
還流」で、銀行・投資家と対話できるノウハ
ウの指導や、都市に集中しがちなミドルリス
ク金融仲介機能を提供していくことが大事に
なってくると思う。
　現状はモノ・ヒト・カネに関する知見が錯
綜・消散し、情報の非対称性が発生している
状態だと思う。この飛び散っているノウハウ・
情報・人材をひも付けるプラットフォーム的
なものがあれば良いのではないかと考えてい
る。加えて、これらの要素は、信託銀行の持
つ機能と親和性が高いのではないかと思って
いる。
　さらに、信託銀行が持っている多機能性は、
プラットフォーム機能として、地銀との連携
の相性が良いと思っている。新しく追加すべ
き機能もあるが、既に持っている機能の使い
方次第では、結構面白いことができるのでは
ないか。
　これは証券代行の業務と似ていると思って
いる。私の前職は東証一部上場の中堅企業
の CFOであったので、当然、株主総会の事
務局などもやるわけだが、私は素人であった
ので信託銀行からいろいろと大企業の事例や
やり方を教えてもらい、まねをして何とか毎
年やっていた。このように信託銀行から大企
業のノウハウを教えてもらえることは非常に
ありがたかった。これと同じように、東京な
どの大企業がすでに先端事例として持ってい
る類似の経営課題が各地方で起きており、そ
ういう情報を教えてもらってまねするだけで

も、だいぶ違ってくるはずだ。
　コンサルも、コンサルティング機能と言う
と大変そうだが、地方銀行でもコンサル機能
を強化し成功している事例などがある。そこ
では特に難しいコンサルをやっているわけで
はない。担当者も 2回ぐらいコンサルティン
グの場に同席すれば、他の企業へ自分ひとり
でアドバイスに行けるレベルのコンサルティ
ングである。大企業からすると常識のような
内容でも、地方企業はそれを知るだけで結構
変わっていける。このような取り組みをいか
に広めていけるかがポイントになると考えて
いる。
　最後に、いま申し上げた話に加え、アフタ
ーコロナが非常に追い風になると思ってい
る。
　まず、リモートワークが浸透したので場所
を選ばない働き方が可能になってきたという
ことと、ワークライフバランス・ワーケーシ
ョンを求めて地方への関心がいま高まってい
ること。
　そして、大量消費社会から本物志向に徐々
にニーズがシフトしてきているので、地方産
品への注目度も上がってきていること。
　さらには、いま私はグローバルの投資ファ
ンドにいるが、日本はミドルリスク発展途上
国であるという認識がグローバルにあり、日
本市場に対するグローバル投資家の関心が高
まってきていること。
　これらの追い風をうまく使って本気で取り
組めば、地方の再生や創生の一助になってい
くのではないかと考えている。

（かなざわ・かずひろ）
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【コメントと回答】

（コメント）祝迫得夫氏
　金澤さんの発表
は非常にクリアだ
ったので、まとめ
るほどのことはな
いと思うが、学者
として少し俯瞰的
な視点からまとめ
させていただく
と、四つぐらいの
テイクアウェイがあったのではないかと考え
ている。
　スライド 2頁をご覧いただきたい。一つ目
は、地方再生に必要な要素として非常に重要
なのはプロデュース機能というまとめ方をさ
れていたが、停滞状況を打破するアイデアや
マーケティング的な能力が必要だということ
だろう。それから、大企業的な経営能力、経
営管理能力、ガバナンスが必要である。もち
ろん信託協会の加盟会社向けのコンファレン
スなので当たり前のことであるが、そこに若
干の資金が入っていく必要がある。
　最後に、スライドではNew�kid�in�town と
言っているが、インサイダーではない、昔か
らのしがらみはないが、一方で当事者たちの
信頼を得ている存在が必要になるかと思う。
　地方再生ではなく産業再生ということで言
うと、2000年代の初めにダイエー、カネボウ
などいろいろあり、我々研究者もそれなりに
知識の蓄積があるが、とにかく再生しなけれ
ばいけなかったあの当時と比べると何が違う
かというと、最後のNew�kid�in�town の所で、
当事者たちの信頼を得ているところが非常に
重要である。

　かつての日産であれば、カルロス・ゴーン
のようにいきなり上から降りてきて、ガッと
やってしまえばよかったが、今日の地方の場
合はそこまで切羽詰まっているわけでもな
く、いわゆる「ゆでガエル」という言い方が
あるが、気が付かない間に衰退していき、取
り返しのつかない状況に陥ってしまうところ
も出てきている。
　スライド 3頁だが、これらの四つの点でま
とめさせていただきたい。一つ一つ簡単にコ
メントさせていただくと、恐らく最初のもの
が一番難しいだろう。プロデュース機能やマ
ーケティングは必ずしもマニュアル化でき
ず、「漁師の船に乗って」という話もマニュ
アル化するのはかなり難しいので、ここが一
番難しいのではないかと思う。逆に、大企業
的な経営能力ということで言えば比較的簡単
かと思う。資金をどのように入れるかに関し
ては、研究会でもそういう議論になっていた
が、資金を出す側が例えばエクイティのよう
な形で出すなど、単純に貸出を増やすだけだ
と金利の分しか取れないので、そこを少し工
夫する必要がある。
　最後に、New�kid�in�town をどのようにリ
クルートしてくるかに関して言うと、どうい
うインセンティブづけをするかが非常に重要
になってくる。金澤氏はこれらをまとめる形
で「hub」という用語を使っており、もし一
人の人間が全部の役割を兼ねられれば、それ
に越したことはないが、それは難しいと思う。
どことどこをくっつけるかに関して、何か一
般的なルールや経験則のようなものがあれば
お伺いしたいというのが、 1番目の質問にな
る。
　次に参入する側、New�kid�in�town の側の
ベネフィットと、受け入れる側のコストにつ
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いてお話しさせていただきたい。スライド 4
頁をご覧いただきたいが、参入する側からす
ると、恐らく地方ではコンサルティング的な
ものに対し報酬を払おうという意識が薄いこ
とは私にもよく分かる。ただ、その一方で中
央にいると、むしろコンサルティングに金を
払い過ぎではないか、ありがたがり過ぎでは
ないかという部分はあり、なおかつコンサル
ティングが失敗した例はいくらでもある。そ
こはどのように考えたら良いか難しい部分が
ある。
　逆にNew�kid�in�town を受け入れる側の立
場から言うと、金銭面だけではなく、手続き
的な面でハードルが高いのではないかと感じ
ている。特に公的な介入があるとき、いまの
コロナもそうだが、再生ということで「役所
のお金も少し入れて」と考えると、すぐに手
続き的なものが大変になっていくので、その
辺をどうしたら良いのか。
　熱意のある若者が入ってきて、そういうこ
とを全部やってくれるなら良いが、むしろ受
け手の側がそういう人を探しに行かなければ
ならないとか、再生してくれる人を探しに行
かなければいけないときに、金銭面もそうだ
が、手続き的面が難しいと想像している。
　そういう意味で、参入側のベネフィットと
受け入れ側のコストのバランスをどうとるの
か。両方にとってwin-win のプロジェクトで
あることを、どうすれば担保できるのか。絶
対にwin-win で終われる保証はもちろんない
が、少なくとも事前に納得してwin-win であ
るような状況をつくるには、どうしたら良い
か。この点に関して、いまのコロナ禍の下で
起こっていることを見ていると、法整備や政
府支援の問題などで、地方の再生に関して制
度面・法制面で何かできることはあるのか、

ということが 2番目の質問になる。
　最後に、スライド 5頁をご覧いただきた
い。これは単純にコメントということで答え
ていただかなくて結構だが、マクロ的な問題
を学者なので指摘せざるを得ない。まず、ミ
クロの努力の積み重ねでうまくいけば一番良
いのだが、最初におっしゃったとおり、日本
の高齢化がこれだけのスピードで進んでいる
以上、地域による集中と選択は避けられない。
そこを手放しで、うまくいったところはうま
くいく、うまくいかなかったところは失敗し
た、ということでやっても良いのか。そこを
どう考えたら良いか若干疑問に思っている。
　もう一つ、グローバルな資金が入ってくる
ことはもちろん歓迎すべきだが、働き手とし
ても、顧客としても、もっと日本以外、日本
人以外に目を向けることについても考えて良
いのではないかと感じている。特に宿泊業・
飲食業であれば、そういうことを考える余地
はかなりあるだろう。例えば海外出張に行く
時、日本のワインを買ってこいとか、日本の
ウイスキーを買ってこいという外国人は増え
ている。コロナ禍のこの 2年間はそれもなか
ったが、そういう意味で日本以外の顧客も重
要かと思う。
　最後に、コロナとの関係でいま世界的に問
題になってきているので、言わざるを得ない
と思っているのだが、ゾンビ企業の問題をど
う考えるかである。あるいは今日の発表の文
脈ではゾンビ地方なのかも知れないが、特に
コロナ禍のもとでの飲食業界・宿泊業界への
公的支援は問題をかなり含んでいる。これは
日本だけの問題ではなく、世界中どこへ行っ
ても、こんなに財政を出して大丈夫なのか、
さらには結局ばらまきになっているのではな
いかという問題がある。むしろ日本が渋ちん
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なぐらいで、アメリカはもっと大々的にやっ
ている。日本の場合は、支援が個人に行かず
に企業に行っている部分が問題だという指摘
はもちろんあるが、その問題をどう考えるべ
きか。
　地方再生をこれだけ言ってやってきて、う
まくいっているところもあるが、うまくいっ
ていないところも多いので、どこに基準をお
いて見るべきなのか。地方再生の問題は、ど
うしても公的セクターが入らざるを得ない部
分なので、そこはかなり難しい問題ではない
かと思っている。
　私のコメントは以上である。

（回答）金澤一広氏
　まさに祝迫先生がおっしゃったところは非
常に重要なポイントであると私も考えてい
る。まだそれに対する明確な答えは出ていな
いが、兆しとして少しあるのは、サーチファ
ンドというものが日本でも第 1号、第 2号案
件ということで少しずつ出てきている。
　どういうものかというと、「MBAを卒業
して経営の実務を学びたい」、「どこかの会社
の社長をやってみたい」という人に対し、投
資家たちが個人に対して出資をする制度であ
る。アメリカだとすでに一般的だが、日本で
はまだ 1号案件、 2号案件ぐらいのレベルで
ある。こういうものがもう少しプラットフォ
ームとして促進していくと、いろいろ経営の
経験を積んでいきたい人と、経営人材が欲し
い、マーケティング人材が欲しいようなとこ
ろを、資金とともにバックアップする仕組み
ができていくのではないか。
　サーチファンドの細かな説明をする時間は
ないが、そうやって経営者をしたい人のとこ
ろに資金が付き、その人がそのお金で地方の

企業を買収して、マジョリティを取りにいき、
その企業を経営して、どこかのタイミングで
EXITしにいくというモデルになっている。
　この辺をもう少ししっかりと機能として、
国としても後押ししていけないかということ
で、取り組みが始まっているが、もう少し広
げていきたいと考えている。これによりサー
チファンドが hub となり、一人ではできな
いものをチームとしてやっていけるようにな
り、さらにはエクイティ投資でもあるので、
コストとベネフィットのバランスをとりなが
らやれるやり方になるのではないか。

【質疑応答】
（質問）
　ご説明について、ヒト・モノ・カネを単純
に何かしてもそれだけでものごとが改善する
ことはなく、ミクロレベルでの地道な努力が
不可欠と理解しました。
　例えば当社のグループでは「サステナビリ
ティを唯一の価値基準・判断軸とする」とい
うポリシーを公表している。このような価値
基準の大転換といった「何か」がないと、ミ
クロレベルからマクロレベルでのヒト・モノ・
カネの構造の変革、リスクマネーの還流とい
う「大きな波」、すなわち「負のスパイラル
から正のスパイラルへの逆転」を創る、導い
ていくというのは難しい気がする。
　この壁を超えるための「何か」、例えば税
制なども含めた国、地方公共団体の関与など
を使った価値基準の転換を後押しするような
施策というものはないのだろうかと考えてし
まうが、それについて「何か」良いご示唆、
ご意見があればお伺いしたい。漠然とした質
問で大変恐縮だが、よろしくお願いしたい。
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（回答）金澤一広氏
　私はまさに銀行の審査基準などが非常に重
要になってくると思っている。アメリカなど
では、ESG に対する取り組みを表向きでは
なく、本当に中身としてやれているかどうか
が非常に重要な投資基準になっている。ベン
チマーク的な投資については、ほぼこれがマ
ストになっている。いまはアクティビストた
ちがそれを採用しようとしている段階であ
り、徐々にプライベートエクイティやベンチ

ャーキャピタルも乗ってこようとしている段
階である。
　融資の世界でこういう基準が入ってくれ
ば、地方企業たちも自ら変革をしていかない
と、今のままでは資金支援として今後支え続
けてもらえないという、良い後押し、刺激に
なると思っている。まさに銀行がそういう価
値基準でやっていただくことが、大きな壁を
越える一手になると考えている。
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